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要旨 

本研究では月経関連疾患による受療率および関連する指標の推移を調べ、その背景に

ついての考察を行った。本研究に用いたデータはすべて公開されている調査結果を利用

した。月経障害の外来受療率、低用量エストロゲン・プロゲスチン（LEP）処方数、月経

不順・月経痛の有訴者率を、それぞれ患者調査、NDB オープンデータ、国民生活基礎調

査から抽出した。 

患者調査による月経困難症を含む傷病小分類「月経障害」の外来受療率は、2014 年以

降再来の外来受療率とともに上昇していた。丁度、2010 年頃から LEP が保険が適用され、

その総処方量も 2014 年以降急増している。一方で、「月経不順・月経痛」の有訴者率は、

過去 20 年間微減で推移した。「閉経期及びその他の閉経周辺期障害」の外来受療率は 2008

年以降に増加した。さらに、国民生活基礎調査による「閉経期又は閉経後障害（更年期障

害等）」の通院者率も類似した推移を示していた。 

2014 年以降の受療率の増加は、月経困難症に対する LEP の保険適用による治療選択肢

の拡大時期と一致している。また、2015 年以降、LEP に対するジェネリック医薬品の発

売が開始され、薬価の低下による経済的負担の軽減が治療を継続する患者の増加につな

がり、結果として再診率のみが上昇したことが示唆された。 

 

 

A．研究目的 

月経は健康な女性の重要な健康指標であ

るが、月経前や月経中に腹痛などの不快な

症状を自覚する女性は多い [1-4]。月経症状

が日常生活に支障をきたすほどひどい場合

は、月経困難症として医学的に扱われる。近

年では少子化の影響に伴う生涯月経回数の

増加により、月経困難症に悩む女性の数は

以前に比べて増加していると報告されてい

る [1, 5, 6]。月経随伴症状は、生活の質を低
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下させ、より重篤な疾病を引き起こすだけ

でなく、労働生産性の低下による経済的損

失などの社会的問題を引き起こすことが報

告され、注目を集めている [7-9]。 

我が国では、医療機関における月経困難

症の治療は、低用量エストロゲン・プロゲ

スチン配合剤（LEP）が中心となっている

[10]。LEP は、日本では 2010 年から月経困

難症や子宮内膜症に対して保険適用となっ

た薬剤である。医療機関で LEP を処方さ

れた女性と、自分で OTC 医薬品の NSAIDs

を購入した女性で LEP の有効性を比較し

た研究では、LEP を処方された女性でのみ

月経随伴症状の日常生活への影響が軽減し

たと報告されている [11]。このことから、

月経随伴症状がある女性では、医療機関を

受診することで、月経によるアブセンティ

ーイズム・プレゼンティーイズムの改善が

期待できる。しかし、月経関連症状を呈す

る女性の多くは、自己対処しており、医療

機関を受診している人は少ないと報告され

ている [7, 12]。受診しない人の対処方法は

「特に何もしない」あるいは「市販薬を飲

む」などであり、月経随伴症状で受診しな

い理由は、「症状はあるが、自分の症状は

重大な病気ではないとおもったから」とい

う理由が最も多かった [11, 13]。以上のよ

うに、現代では月経関連疾患に対する社会

の関心は高く、月経随伴症状に有効な薬剤

である LEP は医療保険の適用が認められ

ている。そのため、受診に対する社会的・

経済的障壁は以前より低下しているかもし

れない。しかしながら、月経随伴症状に悩

む女性が、どの程度医療機関を受診し、

LEP の処方を受けているかについての研究

はない。そこで、一般に公開されている患

者調査の結果を用いて、日本における月経

困難症と子宮内膜症及び更年期障害を含む

疾病の受療率の推移を調べた。さらに、

NDB open data を用いて LEP の処方数を調

べた。 

女性の健康、特に月経関連の健康問題や

更年期障害の重要性は今後も増していくこ

とが予想される。本研究は、近い将来のよ

り詳細な研究のための予備調査として、ま

た月経関連疾患に関する医療政策立案の基

礎資料として貢献することが期待される。 

 

B．研究方法 

１．データ 

 本研究は、すべて公開されているデータ

を用いて行われた。使用したデータは、患者

調査、NDB（National Database）open data、

および国民生活基礎調査である。 

 

（1）患者調査 

患者調査は、医療機関（病院・診療所）を

利用する患者の実態を明らかにし、医療行

政の基礎資料を得ることを目的として、統

計法に基づき 3 年に 1 度実施されている調

査である。調査項目は、入院・外来の別、治

療内容、支払方法などである [14]。 受療率

は、患者数の推移を示す指標として用いら

れる。受療率とは、人口 10 万人当たりの 1

日当たり推計患者数であり、推計患者数は、

調査当日に病院、診療所、歯科診療所で診療

を受けた患者数の推計値である。本研究で

は、1999 年、2002 年、2005 年、2008 年、

2011 年、2014 年、2017 年、2020 年の患者

調査のデータを使用した。受療率は、傷病小

分類「月経障害」、「子宮内膜症」、「閉経期お

よびその他の閉経周辺期障害」について抽
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出した。患者調査における傷病分類は、世界

保健機関（WHO）の国際疾病分類（ICD-10）

に基づいている [15]。傷病小分類「月経障

害」には、ICD-10 コード N91～N94 の以下

の疾患が含まれる： 無月経、希発月経、稀

発月経（N91.0： 原発性無月経；N91.1： 続

発性無月経；N91.2： 無月経、特定不能；

N91.3：原発性乏月経；N914： 続発性乏月

経；N91.5：乏月経、特定不能）；N92：過多

月経、頻発月経、不規則月経（N92.0： 規則

的な周期を伴う過多月経および頻発月経；

N92.1： 不規則な周期の過多月経および頻

発月経；N92.2： 思春期の過多月経；N92.3： 

排卵出血；N92.4：閉経前の過度の出血；

N92.6：不規則な月経、特定不能）；N94： 女

性生殖器および月経周期に関連する疼痛お

よびその他の状態（N94.0： 月経困難症；

N94.3： 月経前緊張症候群；N94.4： 原発性

月経困難症；N94.5：続発性月経困難症；

N94.6： N94.6：特定不能の月経困難症；

N94.8：女性生殖器および月経周期に関連す

るその他の特定疾患；N94.9：女性生殖器お

よび月経周期に関連する特定不能の疾患）。

傷病小分類「子宮内膜症」には、以下の疾患、

ICD-10 コード N80 が含まれる： 子宮内

膜症（N80.0：子宮内膜症；N80.1：卵巣内膜

症；N80.2：卵管内膜症；N80.3：骨盤腹膜内

膜症；N80.5：腸内膜症；N80.8：その他の子

宮内膜症；N80.9： 子宮内膜症、特定不能）。

傷病小分類「閉経期及びその他の閉経周辺

期障害」には、以下の疾患、ICD-10 コード 

N95 が含まれる（N95.0: 閉経後出血; N95.1: 

閉経期及び女性更年期状態; N95.2: 閉経後

萎縮性膣炎; N95.3: 人工的閉経に関連する

状態; N95.8: その他の明示された閉経期及

び閉経周辺期障害; N95.9: 閉経期及び閉経

周辺期障害，詳細不明）。 

 

（2）国民生活基礎調査 

国民生活基礎調査は、統計法に基づき、

国民の保健、医療、福祉、年金、所得その

他国民生活の基礎的事項の企画及び運営並

びに厚生労働行政の企画及び運営に必要な

基礎資料を得るために行われる調査であ

る。毎年実施され、3 年に 1 回は大規模調

査となる。大規模調査のみ健康関連の調査

が含まれる。健康調査票には、自覚症状、

通院状況、健康意識、メンタルヘルス、が

ん検診などの情報が含まれている [16]。本

研究では、有訴者率を指標としている。有

訴者率とは、人口 1,000 人あたりの有訴者

数である。有訴者とは、入院者を除く世帯

員のうち、病気やけがを自覚している人の

数である。本研究では、1998 年、2001

年、2004 年、2007 年、2010 年、2013 年、

2016 年、2019 年の国民生活基礎調査のデ

ータを使用した。「月経不順・月経痛」と

いう症状について、1,000 人あたりの有訴

者率を抽出した。この質問は、41 の症状

および「その他」の中から該当する症状を

選択して行った。回答者は複数の症状を選

択することができた。ただし、2001 年の

調査については「月経不順・月経痛」の有

訴者率のデータが入手できなかった。ま

た、閉経周辺期の症状についての選択肢が

なかったため、「閉経期又は閉経後障害

（更年期障害等）」の通院者率も抽出し

た。通院者率とは人口 1,000 人当たりの傷

病で通院している通院者の割合を示すもの

である。ただし、2001 年の調査について

は「閉経期又は閉経後障害（更年期障害

等）」の通院者率のデータが入手できなか
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った。 

 

（3）NDB open data 

NDB は、〈健康保険請求情報・特定健診情

報データベース〉の略称であり、保険者から

収集されたレセプト情報や特定健診・特定

保健指導の結果などが含まる悉皆性と完全

性の高いデータベースである。 

NDB（National Database）open data とは、

NDB から抽出された、機密情報を含まない

基本情報の集計表を指し、厚生労働省が管

理している [17]。 

NDB open data には、医療行為とその料金

点数、特定健診の歯科疾患結果、薬剤処方に

関する表が含まれる。薬剤に関するデータ

は、外来用と入院用の内服薬、外用薬、注射

薬のそれぞれについて、薬価基準収載単位

に基づき、薬効分類 3 桁ごとに処方数量の

多い薬剤の上位 100 品目などが公開されて

いる。本研究では、月経困難症や子宮内膜症

の治療に用いられる低用量エストロゲン/

プロゲスチン製剤（LEP）の処方数（2014 年

～2021 年）を指標とする。 

 

2．倫理的配慮 

この調査はすべてインターネットで一般

に公開されている政府統計であり、データ

はすべて集計済みで、個人情報は一切含ま

れていない。そのため、現行の倫理指針の

対象外であり、倫理審査は必要ない。 

 

C．研究結果 

（1）傷病小分類「月経障害」、「子宮内膜

症」および「閉経期及びその他の閉経周辺

期障害」の外来受療率の推移 

患者調査のデータを用いて、傷病小分類

「月経異常」、「子宮内膜症」および「閉経

期及びその他の閉経周辺期障害」の外来受

療率の推移をみた（図 1）。図 1a に全傷病

の推移を示す。初診の全傷病外来受療率は

期間を通じて微増、再来受療率は横ばいで

ある。図 1b に示すように、「月経障害」に

おける初診の外来患者率は 1999 年から

2020 年まで、多少の変動はあるものの、

全体としてはほぼ横ばいで推移している。

一方、再来の外来受療率は 2011 年までは

ほぼ横ばいであったが、2014 年の調査で

は 2011 年の約 2 倍となり、その後も増加

傾向が続いている。最終的に、2020 年の

再来受療率は人口 10 万対 18 となり、

1999 年の約 3 倍となった。「子宮内膜症」

については、初診の外来受療率はほぼ横ば

いで推移し、2020 年調査ではわずかに増

加している（図 1c）。一方、再来受療率は

2005 年以降微増が続いている。「閉経期及

びその他の閉経周辺期障害」の初診の外来

受療率は期間を通じてほぼ横ばい、再来の

外来受療率は 2002 年から 2008 年までは減

少したが、その後上昇に転じている（図

1d）。 

年齢階級別にみると、初診の全傷病受療率

は年齢階級による大きな違いはないが、全

年齢層で最近になるほど低下傾向である

（図 1e）。再来受療率では高齢になるほど

高く、50 歳代以上で減少傾向であるが、

若年層では年による変化はそれほどみられ

ない（図 1i）。「月経障害」については、外

来患者における初診受療率の分布は、2017

年調査までは 20 歳代後半でピークを迎え

ることが多かったが、2020 年調査では 20

歳代前半でピークを迎えている（図 1f）。

「子宮内膜症」の初診の外来受療率の年齢
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分布は調査年によって大きく異なるが、

2020 年調査では 20 代前半が最も多かった

（図 1g）。「閉経期及びその他の閉経周辺

期障害」の初診の外来受療率は 40 歳代後

半から 50 歳代にかけて最も高かった（図

1h）。「月経障害」による再来の外来受療率

は、2017 年調査までは 20 歳代後半から 30

歳代前半が多かったが、2020 年調査では

20 歳代前半の受療率が急増した（図 1j）。

「子宮内膜症」による再来の外来受療率

は、2017 年調査までは 40 代前半が多かっ

たが、2020 年調査では 30 代が顕著に増加

した（図 1k）。「閉経期及びその他の閉経

周辺期障害」の再来の外来受療率は 40 歳

代後半から 50 歳代前半にかけて最も高か

った（図 1l）。 

図 1．患者調査による傷病⼩分類「⽉経障害」「⼦宮内膜症」および「閉経期及びその他の閉経周辺期障害」の 
外来受療率の推移および年齢分布 
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（2）国民生活基礎調査による「月経不

順・月経痛」有訴者率および「閉経期又は

閉経後障害（更年期障害等）」の推移 

 国民生活基礎調査による「月経不順・月

経痛」有訴者率の推移を調べた。全有訴者

率の推移は 2007 年ごろまでは微増傾向だ

ったが、その後は減少傾向に転じていた。

「月経不順・月経痛」の有訴者率について

は 2007 年に最も高く、その後 2013 年の調

査まで減少し、その後は横ばい～微減傾向

となっている（図 2a）。2022 年調査の年齢

分布をみると、20 歳代前半と 40 歳代後半

の二峰性の分布を示している（図 2b）。40

歳代後半は更年期障害が多いことから、原

因となる疾患や病態も年齢により異なるも

のと思われる。図には示さないが、他の年

の調査でも概ね同様の傾向であった。 

 一方、「閉経期又は閉経後障害（更年期

障害等）」の通院者率の推移は 2007 年まで

減少した後、増加傾向に転じ、「閉経期及

びその他の閉経周辺期障害」受療率と類似

した推移を示した（図 2c）。2022 年の年齢

分布は 50 歳代前半にピークを示した（図

2d）。図 2b の高齢側の有訴者には、一部更

年期障害等による症状の有訴者も含まれる

と考えられる。 

 

（3）LEP の処方数と薬価の推移 

NDB open data を用いて LEPs の処方数を

調べた。NDB open data は 2014 年度のデー

タが初めて公表され、その後毎年公表され

ている。2014 年から 2021 年にかけて、

LEP の処方数は 3.8 倍に増加した（図

3a）。2014 年には、ノルエチステロン/エチ

ニルエストラジオール配合剤（NET/ EE

（35 μg））が最も処方された LEP であった

が、2015 年から現在まで、ドロスピレノ

ン/エチニルエストラジオール配合剤

（DRSP/ EE）が最も処方されている。

NET/EE は、2014 年から 2018 年までは

35μg の低用量（LD）エストロゲンの処方

が主流であったが、2019 年からは 20μg の

超低用量（ULD）エストロゲンの処方が多

くなった。レボノルゲストレル/エチニル

エストラジオール（LNG/EE）配合剤も

2019 年から月経困難症および子宮内膜症

図 2．国⺠⽣活基礎調査による「⽉経不順・⽉経痛」の 
有訴者率の推移と年齢分布および「閉経期⼜は閉経
後障害（更年期障害等）」の通院者率の推移 
（※：データ⽋損） 
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への処方に対する健康保険の適用となっ

た。これまで発売された LEP は成分の種

類にかかわらず、すべての処方数が増加し

ている。2014 年からは 20 歳代での処方が

最も多く、2021 年まで 20 歳代での増加が

最も顕著であった（図 3b）。2021 年まで

に、わが国で入手可能な LEP のジェネリ

ック医薬品は NET/ EE のみである（2022

年からは DRSP/ EE の後発品も入手可能と

なったが、本研究のデータには含まれてい

ない）。ジェネリック医薬品の NET/EE で

は、2015 年に低用量エストロゲン（LD）

配合剤、2018 年に超低用量エストロゲン

（ULD）配合剤が発売された。LD、ULD

ともに、ジェネリック医薬品発売以降、先

発品への置き換わりが進んでおり、先発品

の処方数は減少傾向にある（図 3c）。先発

品、後発品ともに薬価は年々低下してお

り、ジェネリック医薬品の価格は先発品の

約半額である（図 3d）。 

 

D．考 察 

 本研究では、公開されているデータを用

いて、月経関連疾患の受療率、月経関連症状

の有訴者率、および月経困難症や子宮内膜

症の治療に用いられる LEP の処方数の推移

を調べた。 

患者調査によると、「月経障害」と「子宮

内膜症」の再来の外来受療率は年々増加し

ており（図 1b、1c）、特に月経障害の再来受

療率の増加は 2014 年の調査以降顕著であ

り、20 代の若年層における再来受療率の上

昇が最も大きく影響している。調査の対象

とした期間（1998 年～2020 年）、全傷病を

含めた全体の受療率はほぼ横ばいで推移し

ており（図 1a）、「月経障害」の受療率は全

傷病受療率とは関係なく、特異的に増加し

ていることがわかる。一方で、国民生活基礎

調査による有訴者率の推移をみると、1998

年から 2022 年に至るまで全有訴者率も「月

経不順・月経痛」の有訴者率も微減傾向であ

る（図 2a）。したがって、月経随伴症状を自

覚している人がこの 20 数年間で増加して

きたわけではないことが示唆された。この

ことは、「月経障害」の初診外来受療率がこ

の 20 年間で多少の変動はありつつもほぼ

横ばいを保っていることからも支持される

（図 1b）。その一方で、再来受療率は 2014

図 3．NDB open data による低⽤量エストロゲン／プロ 
ゲスチン配合剤（LEP）処⽅数および薬価の推移 
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年の調査から急激に上昇しているので、近

年になるにしたがって、「月経障害」による

継続受診者が大幅に増加してきたことがわ

かる。 

「月経障害」の継続受診者の増加は、2010

年に LEP が月経困難症に対して保険適用と

なった影響が示唆される。NDB open data に

よると、LEP の処方量は 2014 年以降も急激

に上昇しており、処方が増加している年齢

層は 20 歳代が中心である（図 3a、3b）。こ

れは「月経障害」の外来受療率の増加と類似

している（図 1a、1c）。現在、我が国におい

て LEP が保険適用となっているのは子宮内

膜症と月経困難症に対してのみである。こ

のため、月経前症候群では、保健疾病名とし

て月経困難症を付けて処方されているケー

スもある。したがって、「月経障害」の受療

率が 2014 年以降に上昇しているのは LEP

の処方の増加と関連していることが示唆さ

れる。月経困難症の診療としては、現在、

LEP、NSAIDs、漢方薬などが選択肢として

挙げられる [10]。LEPs は処方薬であり、月

経困難症に対して有効であるという報告が

ある [11, 18-20]。一方で、NSAIDs や漢方薬

は OTC 医薬品として購入が可能であり、そ

れほど高額でもなく、症状が出た際に頓服

的に服用すればよいので手軽である。しか

しながら、月経随伴症状の日常生活への影

響軽減に対する効果はほとんどないと報告

されている [11]。このことは、LEP が保険

適用になる前に再診の外来受療率が低かっ

た理由のひとつかもしれない。すなわち、

OTC 医薬品と同等の、顕著な効果が感じら

れない薬剤のための受診を継続する気にな

らなかったのかもしれない。 

さらに LEP は最近になって、ジェネリッ

ク医薬品の選択肢が増加してきた。LEP の

ジェネリック医薬品の処方数は急速に先発

薬にとって代わりつつある（図 3c）。ジェネ

リック医薬品の薬価は先発薬のおよそ半額

である（図 3d）。LEP は多くの日数服用しな

ければならないため、ジェネリック医薬品

の普及による経済的負担軽減のインパクト

はある程度大きいものと考えられる。その

ために、さらに継続受診者が増加している

のかもしれない。日本医療政策機構の報告

では、月経随伴症状があって産婦人科を受

診しなかった女性のうち、およそ 10％の人

は「治療費が高かったから」という理由を挙

げている [13]。さらに、原発性月経困難症

患者は比較的若年の女性に多く [6]、学生や、

親元を離れて間もない若年層の女性にとっ

て、継続的な医療費の負担は大きいため、経

済的負担の軽減は、再来の受診者層が次第

に若年化していることの理由の一つといえ

るかもしれない。 

患者調査による「閉経期及びその他の閉

経周辺期障害」の再来受療率は 2008 年まで

は減少したが、その後再び増加に転じた（図

1d）。さらに、国民生活基礎調査による「閉

経期又は閉経後障害（更年期障害等）」の通

院者率も類似した推移を示していた（図 2c）。

この理由の一つとして、2000 年代はじめ、

大規模 RCT である Women’s Health Initiative 

(WHI)研究におけるホルモン補充療法（HRT）

試験において、乳がんなどのリスクがベネ

フィットを上回るとして途中中止となった

ことからHRTへの懸念が広がったことが考

えられる[21, 22]。この件以降、欧米諸国で

はそれまで増加していたHRTを受ける患者

が急速に減少したことが報告されている 

[23, 24]。しかしながら、その後、さらなる
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研究と分析によって WHI による報告の不

備が指摘され、HRT が有益であるという見

解が固まってきた [25, 26]。そのために再び

HRT を受ける人が増加したのかもしれない。

しかしながら、この間、我が国において更年

期症状を訴える患者がどのようにHRTにつ

いて理解し、受診行動に反映していたかは

不明である。2003 年に行われた調査では、

医師も患者も WHI の結果を比較的冷静に

受け止めているという報告があるが[27, 28]、

実際の受診行動の詳細についてはさらなる

研究が必要である。 

本研究の限界について述べる。一つめ

は、公開されているデータのみを用いたこ

とである。患者調査、国民生活基礎調査お

よび NDB open data は集計済みのデータの

みが示されるため、詳細なデータまで分析

できない。例えば、傷病分類については、

患者調査報告では「月経障害」という傷病

分類に含まれている月経困難症と無月経症

を区別できない。 

二つ目は、本研究に使用した統計データ

の調査対象や方法、調査年が異なることで

ある。患者調査は医療施設による報告であ

るため、傷病の診断の信頼性は高い。一方

で、国民生活基礎調査の有訴者率は、対象者

本人の自覚症状の自己申告であり、医師に

よる診断ではないため、回答の信頼性は低

く、「月経不順・月経痛」という症状の背景

に、どのような疾患が存在しているのかは

不明である。調査年については、患者調査は

３年に１回実施され、ある１日において医

療施設を受診した者の記録を医療施設が報

告する調査である。直近の患者調査は 2023

年のものであるが、現在公開されているの

は 2020 年の調査までである。国民生活基礎

調査は無作為抽出された世帯員を対象とし

た調査で、３年に一回の大規模調査の際に

健康についての調査票が用いられる。直近

の国民生活基礎調査は 2022 年である。その

ため、それぞれ同じ年の調査結果を比較す

ることができない。NDB open data は、NDB

のデータの基礎的な集計結果が公開された

もので、年に一回公開される。本研究では患

者調査や国民生活基礎調査についてはおよ

そ 20 年分を用いたが、NDB open data の公

開が開始されたのは 2014 年度分からであ

るので、それ以上古いデータは利用できな

い。そのため、それ以前の LEP の処方数の

推移は不明である。 

これらの限界は、本研究がパイロット研

究として調査の簡便さを優先し、公開され

ているデータのみを用いて、月経関連疾患

に関する指標の推移について検討したこと

による。これらの限界については、レセプト

データなどの本研究より詳細な情報を用い

る研究を行うことで解決できる可能性は高

いと思われる。 

 

E．結 論 

 月経障害の外来受療率は再来の受療率が

2014 年の患者調査以降、大幅に上昇してい

た。これは 2010 年に LEP が月経困難症な

どに対して保険適用となったことや、その

後の LEP の選択肢が増えたこと、ジェネリ

ック医薬品の発売による経済的負担の低減

などが寄与していることが示唆された。「閉

経期及びその他の閉経周辺期障害」の再来

受療率は 2008 年までは減少したが、その後

再び増加に転じた。さらに、国民生活基礎調

査による「閉経期又は閉経後障害（更年期障

害等）」の通院者率も類似した推移を示して
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いた。 
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